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研究成果の概要（和文）：グローバルアウトソーシングが日本及び受け入れ国の経済システムに

与える影響を分析することを主目的としており、日本に関しては企業の生産性等にはプラスの

影響がある一方で、多国籍企業の事業所の撤退等によるマクロ経済へのマイナス効果も一部観

察された。日本からのアウトソーシングの受け入れ国の中心である中国は生産性の向上の恩恵

を受けているが、この生産性の向上効果以上に中国企業のグローバル化が進展していることが

判明した。 

 
研究成果の概要（英文）：The main purpose of this study is to examine the effects of 
outsourcing activities on the economic systems both in Japan and the host countries. We 
found that these activities are positively associated with the productivity growth across 
Japanese firms. However, at the same time, we also found that multinational firms have 
withdrawn from Japan, which partly reduces the productivity growth at the macro level in 
Japan. China is one of the major host countries of outsourcing from Japanese firms and 
gains benefits from the positive spillover effects, which somewhat enable Chinese firms to 
improve their own productivities. Independently of these productivity improvements, this 
research confirms that the economic globalization in China proceeds. 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 日本経済において今後安定的な経済成
長を確保する 2つの鍵として、生産性を向上
してゆくイノベーション（技術革新）と効率
的なアウトソーシングの重要性は大きい。 
 
(2) 従来は、企業内部のイノベーションや国
内における生産ネットワーク（下請企業、委
託企業）を主に東アジアへの生産拠点の移転
による国際的生産ネットワークで補完し、安
定的かつ低コストの製品供給を通じて、日本
企業は世界的な競争力を保ってきた。しかし
最近では、国際分業の形態の多様化、細分化
が顕著であり、その影響を新たな視点で分析
する必要があった。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究は、最近の多様化・細分化するグ
ローバル・アウトソーシング（国際的分業体
制）が、日本及びその受け入れ国の生産性や
雇用、経済システムの転換に及ぼす影響につ
いて主に実証面から厳密に分析し、具体的な
政策提言を行うものである。 
 
(2) その際従来あまり分析されてこなかっ
たサービス、研究開発分野のアウトソーシン
グについても十分分析する。また金融業等の
製造業をサポートするサービス産業が企業
の国際化に果たす役割についても分析を行
う。 
 
３．研究の方法 
(1) 日本、中国、韓国の企業・事業所レベル
のデータを収集を行った。この収集したデー
タを整理し、パネルデータを作成した。日本
企業のデータに関しては、公的統計である
「企業活動基本調査」、「工業統計」等のマッ
チング及びパネル化を行った。また上場企業
に関しては金融機関からの融資状況に関す
る情報を加えたパネルデータも作成した。 
中国企業に関しては、「工業統計調査」のう
ち、全ての国有企業と年間売上高 500 万元以
上の非国有企業に、生産活動報告を義務付け
ている「定期報告制度」に基づく中国企業の
個票データを分析し、データのクリーニング
を行った。 
韓国企業に関しては、韓国信用評価情報のデ
ータベースを用いて、KOSPI,KOSDAQ の上場企
業、情報開示について定めた「外監法」適用
の非上場企業である外監企業や登録企業に
関するデータを収集し、整理した。 
また企業の全要素生産性（TFP)を推計する際
に必要となる日本、中国、韓国の産業別、投
入要素別のデフレータを経済産業研究所と
連携して推計した。 
以上のように整備された企業データを使用

して、各種パネルデータの分析手法、内生性
を考慮に入れた生産関数の推計及び傾向ス
コアマッチングの手法等により分析を行っ
た。 
 
(2) 近年の企業ミクロデータによる実証研
究に関連して、海外直接投資が国内生産、雇
用や生産性に及ぼす影響についての先行研
究の動向と、日本企業の対内外直接投資の特
徴を概観した。日本の対外直接投資は 1990
年代において中国が進出先のトップとなり、
またアジア地域における現地法人は輸出プ
ラットフォーム型である。加えて、東アジア
を中心に製造業におけるミクロデータの整
備状況と、東アジア諸国における企業ダイナ
ミックスに関連する先行研究の成果を纏め
た。 
 
(3) 研究推進体制は、内閣府経済社会総合研
究所において乾が代表を勤め、権、戸堂が委
員として参加する研究プロジェクト「東アジ
ア経済における企業の国際競争力の決定要
因に関する研究」および経済産業研究所にお
いて乾が副代表を勤め権、戸堂が委員として
参加する研究プロジェクト「東アジア企業の
キャッチ・アップと日本企業の役割・対応に
関する研究」と有機的な連携を持って研究を
実施した。 
 
(4) 2012 年 1 月 28 日～29 日に京都大学経済
研究所、2012 年 2 月 29 日に経済産業研究所
との連携により当該プロジェクトに最終報
告に係わる国際ワークショップ（それぞれ、
“ WORKSHOP ON GLOBALIZATION,INNOVATION 
AND FIRM PRODUCTIVITY IN JAPAN, KOREA AND 
THE BEYOND”と『東アジア企業生産性』プロ
ジェクト 国際ワークショップ）を韓国、香
港、英国の経済学者等を招へいして開催し、
参加研究者から研究に対するコメントを受
けた。 
 
４．研究成果 
(1) グローバル・アウトソーシングが日本の
雇用成長率に与える効果 
 
①企業のアウトソーシングと雇用、生産性 
日本企業による対外直接投資とアウトソー
シングが国内企業のパフォーマンスに与え
る影響を分析した。特に生産性に焦点を当て、
経済産業省による「企業活動基本調査」の企
業レベルのデータを使用し、自己選択バイア
スや海外への事業活動の内生性に十分注意
を払いながら実証研究を実施した。 
一般的に、生産拠点が海外に移転すると、国
内の生産や雇用が減少する「空洞化」や、工
場レベルのスケールメリットが失われるこ



とによって国内企業の生産性が低下する可
能性等、国内の経済に対してマイナスの効果
が予想される。しかし、自己選択バイアスの
問題を回避する分析をした結果、企業レベル
でみる限り、海外での生産活動の実施は国内
の売上げ、雇用を増加させることがわかった。
生産性に関しては、少なくともマイナスの影
響はないことが確認された。すなわち、企業
レベルでみる限りは、海外での生産活動によ
る「空洞化」の現象は確認されなかった。 
また、海外アウトソーシングは国内生産要素
の再配置と部品・半製品の輸入に伴う新技術
の導入等によって、TFP 成長率を向上させる
可能性があることが確認された。加えて、海
外アウトソーシングが生産性の成長に与え
る効果は、特にハイテク産業において顕著に
見られることが明らかとなった。 
 
②中小企業の海外委託 
中小企業の海外生産委託の要因と影響につ
いて、大企業を対象とした既存研究の結果と
比較しながら分析を行った。まず、中小企業
の海外生産委託は、主として経営者の時間選
好度や海外経験によって決定されており、生
産性の効果は有意ではなかった。大企業のデ
ータを利用した研究でも、生産性が海外生産
委託に与える影響は必ずしも明確ではない。
また、中小企業の企業外海外生産委託には生
産性を向上させる効果が見られたが、直接投
資による企業内海外生産委託にはそのよう
な効果がなかった。これは、大企業のデータ
による結果とは反対である。 
最後に、中小企業の海外生産委託には国内の
雇用を減少する効果は認められなかったが、
教育レベルの高い労働者へと労働需要をシ
フトさせる効果が見られた。これらは、大企
業のデータによる結果と整合的である。 
 
③産業のアウトソーシングと雇用 
1980 年代後半より、我が国の製造業企業はそ
の生産拠点を東アジア諸国、すなわち、中国
やタイ、インドネシアなどの低賃金国に、積
極的に移転させている。その結果、これらの
地域からの輸入が急増している。こうした日
本企業によるグローバル・アウトソーシング
等に基づく低賃金国からの輸入が、地域にお
ける雇用成長及ぼす影響について、経済産業
省が実施する「工業統計」の事業所（工場）
レベルの個票データを用いて、定量的に分析
した。一国全体を分析した多くの既存研究と
異なり、工場レベルの詳細な財務情報や立地
の情報を利用することで、地域別、産業部門
別の平均賃金や産業間リンケージ、産業内集
積といった地域特性を考慮して、低賃金国か
らの輸入が地域の雇用に与える効果を分析
した。分析結果から、低賃金国からの輸入は
工場の雇用成長率に負の影響を与えるが、工

場の生産性が高い場合や、当該工場が立地す
る地域において川上産業の集積や産業内集
積が高い場合には、その影響の度合いは小さ
くなることが判明した。 
 
(2) グローバル・アウトシーシングと多国籍
企業の行動 
 
①東アジアでの生産活動 
日本の多国籍企業の東アジアにおけるアウ
トソーシングの形態として、複数の国に生産
拠点を設立して垂直的分業を行っているケ
ースが多々みられる。複数国に進出する垂直
的分業の生産活動モデルを作成し、日本の東
アジア諸国に進出する電気機械産業に属す
る企業レベルのデータを使用して分析を実
施したところ、進出国間の地理的近接性は影
響を与えず、また生産性の高い多国籍企業に
おいてのみ進出国間の賃金格差を活用した
複数国での垂直的分業が盛んになることが
判明した。 
 
②日本の多国籍企業の事業所の閉鎖行動の
分析 
日本企業の事業所の閉鎖に関する実証分析
を実施し、多国籍企業で複数事業所を持つ企
業の事業所の閉鎖確率が最も高く、次に国内
企業で複数事業所を持つ企業、その次に多国
籍企業で単独事業所を持つ企業の事業所、最
後に国内企業で単独事業所を持つ企業であ
ることが判明した。多国籍企業の複数事業所
を持つ企業の事業所の閉鎖確率は、国内企業
の単独事業所企業の事業所の閉鎖確率の 3倍
にもなる。 
各企業は、その企業内で生産性の低い事業所
を閉鎖するが、その事業所が産業内の比較で
は必ずしも生産性が低くないことは、国際経
済学で想定されているように国際化が資源
配分の効率化を必ずしももたらさないこと
を示唆する。 
 
③日本企業の海外での研究開発 
日本企業による海外での研究開発行動の分
析を「海外事業活動基本調査」を使用して実
施した結果、海外事業所で行う現地市場の開
発を目的とした研究開発は海外事業所の現
地市場における売り上げを拡大するものの、
海外市場の技術獲得を目的として研究開発
は、第 3国への輸出を拡大することが判明し
た。この結果は、研究開発の効果を評価する
際に、その目的に応じた分析が必要なことを
示唆する。 
 
(3) 日本企業のグローバル・アウトソーシン
グ化が経済全体の TFP 上昇率に与える効果 
グローバルアウトソーシング等による競争
の激化は当該産業における企業間の生産性



格差を拡張させ、また企業間の生産性格差の
大きい産業では、競争圧力の上昇が企業の生
産性の向上に必ずしも結び付かないことが
確認された。 
日本企業の TFPのキャッチアップに関する分
析では、低賃金国からの輸入が企業の TFP 上
昇率にマイナスの影響を与えていると判明
した。これは輸入増が事業所の退出を促して
おらず、市場における競争圧力の過大な増加
が生産性の低い企業の生産性向上意欲を阻
害したことが一因であるものと考えられる。 
 
(4) 中国へのアウトソーシングとその影響 
 
①中国企業へのスピルオーバー効果 
製造業を中心に世界のアウトソーシング先
となっている中国について様々の指標を使
用して、産業、企業の観点から日本企業によ
る中国へのアウトソーシングの状況を様々
な指標を使用して概観した。 
中国の上場企業を使った分析では、生産性の
キャッチ・アップは必ずしも観察されず、た
だ外資系企業が多く立地する沿岸部でのキ
ャッチ・アップのスピードが早いことが判明
した。 
また中国における外資系企業からのスピル
オーバー効果を日米で比較し、日本企業から
のスピルオーバー効果が米国企業に比して
小さいことが確認された。これは日本企業が
米国企業に比して、学歴の低い労働者を雇用
し、このことが労働者の移動等を通じたスピ
ルオーバー効果を妨げているものと推察さ
れれる。 
中国の北京のサイエンスパークにおける企
業データを使用して実証分析を実施し、外資
系企業からのスピルオーバーは、生産活動を
通じてよりも研究開発活動を通じて実現さ
れることを発見した。また技術レベルの高い
外資系企業からのスピルオーバー効果が高
いことも判明した。 
 
②中国輸出企業の特徴 
中国企業の輸出の特徴を中国の工業統計の
個表を使用して分析し、外資系企業が重要な
役割を果たし、かつ生産性の高い企業である
ことがわかった。また中国企業は生産性がそ
れほど高くないにもかかわらず、とりあえず
輸出ブームに乗って参入した国内企業は数
多かったが、輸出額の小さな企業が市場から
撤退することも多く、それによって大企業へ
の集中が高まっていることが判明した。加え
て、国営企業の民営化が輸出を促進するかに
ついて定量的な推計を行った。その結果、民
営化によって企業が輸出をする可能性が大
きく上昇したことが認められた。 
 
(5) 製造業の輸出開始に関する金融機関の

役割 
最近の国際経済学では、製造業の輸出等によ
るグローバル化を進展させるためには、流通
業や金融業等のサービス産業のサポートの
重要性が指摘されている。 
取引銀行の効率性が顧客企業の輸出行動へ
如何なる影響を与えるかについて、金融機関
との取引情報を企業レベルのマイクロ・デー
タに基づく実証分析をした結果、相対的に高
い資金制約に直面しており、その意味で、取
引銀行を中心とする外部の資金供給主体の
属性が企業活動へ強く影響すると考えられ
る企業について、既存研究において輸出確率
を高める要因と位置付けられている「企業の
生産性」（TFP）の限界的な効果が、主要取引
銀行の効率性上昇に伴って上昇するという
ものである。言い換えると、そもそも輸出と
いう形で海外事業を拡大できる素地のある
生産性の高い企業が、より優れた金融機関の
サポートを受けることで、一層スムーズに海
外展開を進める事が出来るようになること
が判明した。 
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